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オンラインビジネスをめぐる留意点とは
越境ＥＣの付加価値税等の
各国状況とわが国制度の課題

デロイト トーマツ税理士法人

溝口　史子

こ
の
記
事
の
エ
ッ
セ
ン
ス

●越境ECへの海外付加価値税の課税強化が進んでいる。
●電気通信利用役務（Electronically Supplied Services）の課税制度は中東とアフ

リカの一部の国を除き、全世界に広がった。他方で、日本の消費税は越境ECの課
税制度に大きな問題を抱えている。

●電子経済課税の議論は仕向地課税主義へと向かっているが、国内市場は消費税の課
税すら機能していない。

度
重
な
る
緊
急
事
態
宣
言
を
受
け
て
、

越
境
Ｅ
Ｃ（
ク
ロ
ス
ボ
ー
ダ
ー
で
行
わ
れ
る

電
気
通
信
利
用
役
務
の
提
供
お
よ
び
自
社

サ
イ
ト
、
電
子
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
利

用
し
た
資
産
の
販
売
）が
隆
盛
を
極
め
て
い

る
。
２
０
１
９
年
か
ら
２
０
２
０
年
に
か

け
て
輸
入
許
可
件
数
は
４
、６
４
０
万
件

か
ら
６
、９
６
６
万
件（
＋
50
・
１
％
）増
加

し
、
そ
の
ほ
と
ん
ど
が
電
子
商
取
引
の
拡

大
に
伴
う
航
空
貨
物
の
増
加
で
あ
る
。
国

内
企
業
も
多
く
の
企
業
が
越
境
Ｅ
Ｃ
に
活

路
を
見
出
し
て
い
る
が
、
越
境
Ｅ
Ｃ
ビ
ジ

ネ
ス
の
開
始
直
前
に
海
外
消
費
税
の
取
扱

い
に
気
が
つ
く
ケ
ー
ス
が
多
い
。

海
外
の
間
接
税
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
は
、
税

理
士
業
界
も
含
め
て
認
識
を
改
め
な
い
と
、

経
済
環
境
の
変
化
に
総
じ
て
追
い
つ
け
な

い
印
象
が
あ
る
。
越
境
Ｅ
Ｃ
に
関
連
す
る

付
加
価
値
税
等
の
課
税
制
度
を
俯
瞰
し
、

日
本
企
業
の
留
意
点
を
簡
潔
に
述
べ
る
。

後
段
で
は
、
日
本
の
消
費
税
の
越
境
Ｅ
Ｃ

課
税
に
お
け
る
問
題
点
を
解
説
す
る
。

越
境
Ｅ
Ｃ
を
始
め
る
前
に

確
認
す
べ
き
こ
と

⑴　
販
売
対
象
国
で
の
一
般
消
費
税

制
度
導
入

Ｖ
Ａ
Ｔ
／
Ｇ
Ｓ
Ｔ
の
よ
う
な
一
般
消

費
税
制
は
、
消
費
税
を
含
め
、
全
世
界

１
６
０
カ
国
以
上
で
導
入
さ
れ
て
い
る
。

し
か
し
、
世
界
最
大
の
一
般
消
費
税
の
空

白
地
帯
は
米
国
で
あ
る
。
米
国
のSales 

and U
se Tax

は
一
般
消
費
税
で
は
な

く
、
課
税
対
象
が
限
定
さ
れ
て
お
り
、
多

く
の
州
で
役
務
が
課
税
対
象
と
な
っ
て
い

な
い
。
復
活
の
兆
し
も
あ
る
が
、
マ
レ
ー

シ
ア
は
Ｇ
Ｓ
Ｔ
を
廃
止
、
現
在
はSales 

Tax

とService Tax

が
い
さ
さ
か
対
象

を
限
定
し
て
課
税
さ
れ
て
い
る
。

⑵　
非
居
住
者
が
納
税
す
る
た
め
の

申
告
制
度

非
居
住
者
が
納
税
す
る
た
め
の
申
告
制

度
が
な
い
国
も
多
い
。
電
気
通
信
利
用
役

務
に
関
し
て
は
、
２
０
１
０
年
に
Ｅ
Ｕ
が

当
時
の
電
子
申
告
制
度（
Ｖ
ｏ
Ｅ
Ｓ
制
度
）

を
導
入
し
た
の
を
皮
切
り
に
、
２
０
１
５

年
に
韓
国
、
日
本
、
２
０
１
７
年
に
台
湾

と
い
っ
た
具
合
に
、
非
居
住
者
が
自
国
の

居
住
者
で
あ
る
消
費
者
に
電
気
通
信
利
用

役
務
を
提
供
し
た
際
に
発
生
す
る
Ｖ
Ａ
Ｔ

／
Ｇ
Ｓ
Ｔ
を
納
付
す
る
た
め
だ
け
に
利
用

で
き
る
簡
易
申
告
制
度
が
、
ア
ジ
ア
圏
で

も
ほ
と
ん
ど
の
国
で
導
入
さ
れ
た
。

こ
の
よ
う
な
、
簡
易
申
告
制
度
の
対
象

と
な
ら
な
い
資
産
の
譲
渡
や
役
務
の
提
供

に
係
る
付
加
価
値
税
等
は
固
定
的
施
設

（Fixed Establishm
ent

）や
恒
久
的
施

ViewpointViewpoint
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Viewpoint

設（Perm
anent Establishm

ent

）
が

な
い
と
納
付
で
き
な
い
国
が
多
い
。
電
気

通
信
利
用
役
務
の
定
義
は
各
国
で
異
な
る

た
め
、
自
社
が
提
供
す
る
サ
ー
ビ
ス
が
電

気
通
信
利
用
役
務
に
該
当
す
る
か
を
検
証

す
る
必
要
が
あ
る
。

⑶　
納
税
義
務
者

グ
ー
グ
ル
、
ア
ッ
プ
ル
、
ア
マ
ゾ
ン
等

の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
利
用
し
て
消
費

者
向
け
の
音
楽
配
信
、
ス
ト
リ
ー
ミ
ン

グ
等
の
電
気
通
信
利
用
役
務
を
海
外
に

展
開
し
た
場
合
、
出
店
者
が
付
加
価
値

税
等
を
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
国

は
ほ
と
ん
ど
な
く（
ス
イ
ス
と
日
本
を
除

く
）、
２
０
２
１
年
６
月
現
在
、
ほ
と
ん

ど
の
国
が
こ
れ
ら
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

に
徴
収
義
務
を
課
し
て
い
る
。
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
上
で
行
わ
れ
る
す
べ
て
の
取
引

に
つ
い
て
付
加
価
値
税
等
の
納
付
を
担
う

「
ア
ッ
プ
ル
」モ
デ
ル
と
、
各
国
の
制
度
に

従
っ
て
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
側
が
納
税
義

務
を
負
う
国
に
つ
い
て
の
み
納
付
を
担
う

「
グ
ー
グ
ル
」モ
デ
ル
が
存
在
す
る
。

⑷　
輸
入
Ｖ
Ａ
Ｔ
／
Ｇ
Ｓ
Ｔ

消
費
者
向
け
に
資
産
を
販
売
す
る
ビ
ジ

ネ
ス
を
海
外
で
始
め
る
と
き
は
、
日
本
か

ら
発
送
す
る
資
産
に
つ
い
て
は
輸
入
国
で

輸
入
者
と
な
る
者（
多
く
の
場
合
、
消
費

者
）が
輸
入
Ｖ
Ａ
Ｔ
／
Ｇ
Ｓ
Ｔ
を
納
付
し
、

販
売
自
体
は
不
課
税
で
あ
る
こ
と
が
多

い
。
た
だ
し
、
ま
だ
そ
れ
ほ
ど
数
は
多
く

な
い
も
の
の
、
一
部
の
国
で
輸
入
Ｖ
Ａ
Ｔ

／
Ｇ
Ｓ
Ｔ
を
免
税
と
し
、
販
売
者
に
対
し

て
国
内
Ｖ
Ａ
Ｔ
／
Ｇ
Ｓ
Ｔ
の
納
付
を
求
め

る
制
度
が
導
入
さ
れ
つ
つ
あ
る
の
で
、
留

意
が
必
要
で
あ
る（
例
：
英
国
）。

米
国
のSales and U

se Tax

は
従
来

輸
入
に
課
税
を
し
て
い
な
い
が
、
エ
コ
ノ

ミ
ッ
ク
ネ
ク
サ
ス
の
拡
大
に
よ
り
、
実
質

的
に
国
内
売
上
と
し
て
課
税
さ
れ
る
よ
う

に
な
っ
て
い
る
。
マ
ー
ケ
ッ
ト
プ
レ
イ
ス

を
介
し
て
い
る
場
合
は
、
ど
ち
ら
が
納
税

義
務
者
か
の
確
認
が
必
要
で
あ
る
。

⑸　
課
税
売
上
の
閾
値

多
く
の
国
は
課
税
売
上
の
閾
値
が
設
け

ら
れ
て
お
り
、
そ
れ
を
超
え
な
い
限
り
免

税
事
業
者
と
し
て
取
り
扱
わ
れ
る
。
Ｅ
Ｕ

加
盟
国（
元
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
の
英
国
を
含
む
）

は
外
国
事
業
者
へ
の
免
税
事
業
者
制
度
の

適
用
を
排
除
し
て
い
る
。
ま
た
、
ス
イ
ス

は
全
世
界
の
売
上
が
基
準
額
と
な
る
こ
と

に
、
注
意
す
べ
き
で
あ
る
。

＊

結
論
と
し
て
、
自
社
サ
イ
ト
で
海
外
の

消
費
者
向
け
に
電
気
通
信
利
用
役
務
を
提

供
す
る
ビ
ジ
ネ
ス
は
、
ほ
と
ん
ど
の
国
で

付
加
価
値
税
等
が
課
税
さ
れ
る
の
で
、
そ

の
つ
も
り
で
事
業
を
開
始
す
る
必
要
が

あ
る
。
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
経
由
の
場

合
、
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
に
納
税
義
務
を

負
わ
せ
る
制
度
が
導
入
さ
れ
て
い
る
国
が

多
い
。
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
定
義
は
各

国
で
異
な
る
の
で
、
逆
に
、
自
社
が
継
続

的
に
取
引
を
行
う
場
を
提
供
す
る
場
合
に

は
、
自
社
が
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
と
し
て

関
連
会
社
や
利
用
者
の
付
加
価
値
税
等
の

納
付
義
務
を
負
う
こ
と
に
な
る
こ
と
に
留

意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

世
界
各
地
の
状
況

⑴　
ヨ
ー
ロ
ッ
パ

①　

Ｅ
Ｕ
等

２
０
２
１
年
６
月
１
日
現
在
、
地
理
的

に
ス
ペ
イ
ン
か
ら
ロ
シ
ア
ま
で
を
欧
州
と

捉
え
る
と
、
Ｂ
２
Ｃ
電
気
通
信
利
用
役
務

の
受
益
地
課
税
制
度
を
導
入
し
て
い
な
い

国
は
、
マ
ケ
ド
ニ
ア
、
モ
ン
テ
ネ
グ
ロ
、

ウ
ク
ラ
イ
ナ
、
キ
ル
ギ
ス
タ
ン
、
カ
ザ
フ

ス
タ
ン
の
み
と
な
っ
て
い
る
。
ア
フ
リ
カ

諸
国
も
導
入
が
進
ん
で
お
り
、
中
東
で
は

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア
、
Ｕ
Ａ
Ｅ
、
イ
ス
ラ
エ

ル
、
レ
バ
ノ
ン
が
導
入
し
て
い
る
。

Ｅ
Ｕ
は
世
界
に
先
駆
け
２
０
１
０

年
か
ら
Ｅ
Ｕ
第
三
国
の
事
業
者（
た
と

え
ば
日
本
企
業
）が
Ｅ
Ｕ
域
内
居
住

消
費
者
に
対
し
て
提
供
す
る
Ｔ
Ｂ
Ｅ

サ
ー
ビ
ス（telecom

m
unication, 

b
ro

ad
castin

g, electro
n

ically 
supplied services

）の
課
税
地
を
受
益

者
居
住
地
と
定
め
、
Ｖ
Ａ
Ｔ
を
課
税
し
て

き
た
。
２
０
１
５
年
に
は
Ｅ
Ｕ
域
内
課
税

事
業
者
が
提
供
す
る
前
記
サ
ー
ビ
ス
に
つ

い
て
も
、
受
益
者
居
住
地
課
税
が
導
入
さ

れ
、
あ
わ
せ
て
簡
易
申
告
制
度
の
Ｍ
Ｏ
Ｓ

Ｓ
制
度（M

ini O
ne Stop Shop

）で
、

Ｅ
Ｕ
全
加
盟
国
へ
の
申
告
を
ま
と
め
て
事

業
者
自
身
が
選
択
し
て
登
録
し
た
加
盟
国

へ
提
出
で
き
る
制
度
が
導
入
さ
れ
た
。

２
０
２
１
年
７
月
１
日
か
ら
、
Ｏ
Ｓ

Ｓ
制
度（O

ne Stop Shop

）に
昇
華
し
、

簡
易
申
告
で
き
る
範
囲
が
拡
大
す
る
。
役

務
の
提
供
と
資
産
の
譲
渡
の
両
方
に
つ
い

て
、
マ
ー
ケ
ッ
ト
プ
レ
イ
ス
等
に
マ
ー

ケ
ッ
ト
プ
レ
イ
ス
上
で
行
わ
れ
る
取
引
に

か
か
る
Ｖ
Ａ
Ｔ
の
納
税
義
務
が
転
嫁
さ
れ

て
い
る（
実
施
規
則
⑴
９
ａ
条
、
指
令
⑵

14

ａ
条
）。
Ｏ
Ｓ
Ｓ
制
度
に
つ
い
て
は
、
日

本
か
ら
の
越
境
Ｅ
Ｃ
出
店
者
が
利
用
す

る
ス
キ
ー
ム
はnon-U

nion O
SS

制
度

（
Ｅ
Ｕ
域
内
居
住
者
で
あ
る
消
費
者
に
対

し
て
提
供
さ
れ
る
す
べ
て
の
役
務
の
Ｖ
Ａ

Ｔ
申
告
ス
キ
ー
ム
）か
、im

port O
SS

制
度（
内
在
価
値
が
小
包
当
た
り
１
５
０

ユ
ー
ロ
を
超
え
な
い
資
産
の
Ｅ
Ｕ
域
内
居

住
者
で
あ
る
消
費
者
に
対
す
る
輸
入
販
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売
）が
利
用
で
き
る
。

②　

英　

国

英
国
は
２
０
２
０
年
１
月
に
Ｅ
Ｕ
を
離

脱
、
２
０
２
０
年
12
月
末
日
ま
で
Ｅ
Ｕ
法

令
が
適
用
さ
れ
る
移
行
期
間
を
経
て
、
現

在
は
完
全
に
Ｅ
Ｕ
か
ら
は
独
立
し
て
い

る
。
前
記
の
Ｂ
２
Ｃ
で
行
わ
れ
る
電
気
通

信
利
用
役
務
等
の
課
税
地
は
受
益
者
居
住

地
で
あ
り
、
Ｖ
Ａ
Ｔ
が
課
税
さ
れ
る
。

ま
た
、
小
包
当
た
り
税
抜
き
１
３
５
ポ

ン
ド
を
超
え
な
い
資
産
の
販
売
に
つ
き
、

輸
入
Ｖ
Ａ
Ｔ
で
は
な
く
国
内
Ｖ
Ａ
Ｔ
を
課

税
、
Ｂ
２
Ｃ
の
場
合
は
納
付
義
務
を
販
売

者（
マ
ー
ケ
ッ
ト
プ
レ
イ
ス
等
が
介
在
す

る
場
合
は
マ
ー
ケ
ッ
ト
プ
レ
イ
ス
）に
負

わ
せ
る
制
度
が
２
０
２
１
年
１
月
か
ら

施
行
さ
れ
て
い
る（
Ｂ
２
Ｂ
の
場
合
は
リ

バ
ー
チ
ャ
ー
ジ
）。
従
前
の
15
ポ
ン
ド
を

超
え
な
い
資
産
の
輸
入
に
係
る
Ｖ
Ａ
Ｔ
免

税
制
度
は
あ
わ
せ
て
廃
止
さ
れ
た
。
い
ず

れ
の
事
例
で
も
免
税
事
業
者
の
規
定
は
外

国
法
人
に
は
適
用
が
な
い
た
め
、
日
本
企

業
の
英
国
Ｖ
Ａ
Ｔ
登
録
を
誘
引
す
る
の
で

留
意
が
必
要
で
あ
る
。

③　

ス
イ
ス

ス
イ
ス
は
地
理
的
に
は
Ｅ
Ｕ
の
な
か
に

位
置
し
な
が
ら
も
、
Ｅ
Ｕ
加
盟
国
で
は
な

く
、
ス
イ
ス
と
リ
ヒ
テ
ン
シ
ュ
タ
イ
ン
公

国
は
ス
イ
ス
Ｖ
Ａ
Ｔ
法
が
適
用
さ
れ
る
。

マ
ー
ケ
ッ
ト
プ
レ
イ
ス
等
を
介
し
た
販
売

で
あ
っ
て
も
、
出
店
者
に
Ｖ
Ａ
Ｔ
の
納
税

義
務
が
残
る
、
世
界
の
稀
有
な
国
で
あ
る

の
で
留
意
が
必
要
で
あ
る
。日
本
と
違
い
、

ス
イ
ス
だ
け
で
は
な
く
全
世
界
の
課
税
売

上
が
免
税
事
業
者
の
閾
値
に
考
慮
さ
れ
る

の
で
、
た
い
て
い
の
日
本
企
業
は
免
税
事

業
者
に
は
該
当
し
な
い
。

⑴
　Council Im

plem
enting Regulation (EU

) N
o 

282/2011 of 15
M

arch 2011

⑵
　C

ou
n

cil D
irective 2006/112 EC

 of
28

N
ovem

ber 2006 

⑵　
ア
メ
リ
カ
大
陸

①　

ア
メ
リ
カ
大
陸
の
概
要

ア
メ
リ
カ
大
陸
に
目
を
や
る
と
、
南
米

で
は
大
き
い
国
で
は
ペ
ル
ー
、
ブ
ラ
ジ
ル
、

ボ
リ
ビ
ア
、
そ
の
他
小
国（
ベ
ネ
ズ
エ
ラ
、

グ
ァ
テ
マ
ラ
、
ホ
ン
デ
ュ
ラ
ス
、
キ
ュ
ー
バ
、

ド
ミ
ニ
カ
共
和
国
）で
非
居
住
者
に
よ
る
Ｂ

２
Ｃ
電
気
通
信
利
用
役
務
の
受
益
地
課
税

制
度
が
実
施
さ
れ
て
い
な
い
。

②　

米　

国

米
国
で
は
２
０
１
８
年
の
連
邦
最
高
裁

判
所
ウ
ェ
イ
フ
ェ
ア
判
決
が
、
45
州
と
コ

ロ
ン
ビ
ア
自
治
区
で
導
入
さ
れ
て
い
る
州

税
で
あ
るSales and U

se Tax

の
越
境

Ｅ
Ｃ
課
税
に
大
き
な
影
響
を
与
え
て
い
る
。

Sales and U
se Tax

は
一
般
消
費
税

で
は
な
く
、
課
税
対
象
を
特
定
し
た
売

上
税
で
あ
る
。
特
定
の
目
的
に
使
用
さ

れ
る
仕
入
に
つ
い
て
非
課
税
と
な
る
場

合
が
あ
り
、
こ
れ
に
よ
っ
て
い
わ
ゆ
る

カ
ス
ケ
ー
ド
効
果（
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

に
お
け
る
税
の
累
積
）が
排
除
さ
れ
る
し

く
み
と
な
っ
て
い
る
。
有
形
個
人
資
産

（Tangible Personal Property

）
の

譲
渡
は
全
導
入
州
で
課
税
対
象
と
な
る

が
、
役
務
の
提
供
や
無
形
資
産
の
譲
渡
に

つ
い
て
は
、
課
税
し
て
い
る
州
と
課
税
し

て
い
な
い
州
が
存
在
す
る
。

特
定
の
州
の
制
度
に
照
ら
し
て
、
役
務

の
提
供
や
無
形
資
産
の
譲
渡
が
課
税
範
囲

に
含
ま
れ
る
か
の
確
認
を
要
す
る
。

次
に
、
ネ
ク
サ
ス
と
よ
ば
れ
る
、
当
該

州
の
課
税
権
の
有
無
を
確
認
す
る
必
要

が
あ
る
。
特
定
の
州
に
所
在
す
る
顧
客
に

対
す
る
売
上
額
10
万
ド
ル
ま
た
は
取
引

回
数
２
０
０
回
が
一
般
的
な
基
準
と
な
っ

て
い
て
、
こ
れ
以
下
の
場
合
に
は
納
税
義

務
が
免
除
さ
れ
る
。
閾
値
は
州
に
よ
っ

て
異
な
り
、
ま
た
、
カ
ウ
ン
ト
の
し
か

た
も
異
な
る
の
で
確
認
が
必
要
で
あ
る
。

M
arketplace Facilitator Law

が
ほ

と
ん
ど
の
州
で
導
入
さ
れ
て
お
り
、
担
う

機
能
で
定
義
さ
れ
る
狭
義
ま
た
は
広
義
の

M
arketplace Facilitator

を
介
し
た
取

引
の
場
合
、M

arketplace Facilitator

が
単
独
ま
た
は
出
店
者
と
連
帯
でSales 

and U
se Tax

の
納
税
義
務
を
負
う
。

③　

カ
ナ
ダ

カ
ナ
ダ
に
つ
い
て
は
５
つ
の
課
税
制
度
が

あ
り
、
Ｇ
Ｓ
Ｔ
／
Ｈ
Ｓ
Ｔ
／
Ｐ
Ｓ
Ｔ
は
国

税
と
州
税
か
ら
構
成
さ
れ
る
。
長
ら
く
独

自
の「doing business in Canada

」基
準

を
用
い
て
、
Ｇ
Ｓ
Ｔ
登
録
を
し
て
い
な
い

非
居
住
者
の
Ｇ
Ｓ
Ｔ
／
Ｈ
Ｓ
Ｔ
／
Ｐ
Ｓ
Ｔ

納
付
義
務
を
免
除
し
て
き
た
。

２
０
２
１
年
７
月
よ
り
、
カ
ナ
ダ
国
内

の
消
費
者
に
デ
ジ
タ
ル
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

す
る
非
居
住
者
は
、
当
該
デ
ジ
タ
ル
サ
ー

ビ
ス
に
よ
る
売
上
が
一
定
金
額（
年
間
Ｃ

Ａ
Ｄ
３
０
、０
０
０
）を
上
回
る
場
合
、
Ｇ

Ｓ
Ｔ
／
Ｈ
Ｓ
Ｔ
登
録
お
よ
び
申
告
納
税
義

務
を
負
う
制
度
が
導
入
さ
れ
る
。

ま
た
、
非
居
住
者
が
カ
ナ
ダ
国
内
の
倉

庫
に
所
在
す
る
有
形
資
産
を
カ
ナ
ダ
消
費

者
に
販
売
す
る
場
合
、
当
該
非
居
住
者
は

有
形
資
産
の
売
上
に
つ
き
カ
ナ
ダ
で
通
常

の
Ｇ
Ｓ
Ｔ
／
Ｈ
Ｓ
Ｔ
登
録
義
務
を
負
う
こ

と
に
な
る
。

た
だ
し
、
資
産
の
譲
渡
と
役
務
の
提
供

が
オ
ン
ラ
イ
ン
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
通
じ

て
行
わ
れ
る
場
合
、
申
告
納
税
義
務
は
プ

ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
事
業
者
に
転
嫁
さ
れ
る
。

④　

ブ
ラ
ジ
ル

電
気
通
信
利
用
役
務
の
課
税
に
立
ち
遅

れ
て
い
る
ブ
ラ
ジ
ル
の
現
行
税
制
で
は
、

非
居
住
者
は
、
ブ
ラ
ジ
ル
に
お
け
る
納
税

義
務
者
と
は
な
ら
な
い
。

ブ
ラ
ジ
ル
国
内
法
で
あ
るNational Tax 

law

（CTN

―Codigo Tributario Nacional

）

124
条
1
項
を
根
拠
に
、
当
該
非
居
住
者
と
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利
益
を
共
有
す
る
ブ
ラ
ジ
ル
企
業（
親
会

社
、
さ
ら
に
そ
の
親
会
社
や
、
支
配
す
る

議
決
権
の
あ
る
会
社
等
）に
対
し
て
、
納
税

義
務
を
課
す
考
え
を
持
っ
て
い
る
。

ま
た
、
２
０
２
０
年
７
月
21
日
、
現
行

の
Ｐ
Ｉ
Ｓ（
社
会
統
合
基
金
）
／
Ｃ
Ｏ
Ｆ

Ｉ
Ｎ
Ｓ（
社
会
保
険
融
資
負
担
金
）を
廃
止

し
、
こ
れ
ら
に
変
わ
る
新
た
な
税
目
Ｃ
Ｂ

Ｓ（
財
お
よ
び
サ
ー
ビ
ス
に
対
す
る
社
会

負
担
金
）を
創
設
す
る
草
案
が
国
会
に
提

出
さ
れ
て
い
る
。
Ｃ
Ｂ
Ｓ
は
国
内
に
お
け

る
資
産
の
譲
渡
お
よ
び
役
務
の
提
供
、
資

産
ま
た
は
サ
ー
ビ
ス
の
輸
入（
Ｐ
Ｉ
Ｓ
／

Ｃ
Ｏ
Ｆ
Ｉ
Ｎ
Ｓ
と
同
様
）を
課
税
対
象
と

し
、
原
則
一
律
12
％
に
引
き
上
げ
、
プ

ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
仲
介
に
よ
っ
て
行
わ

れ
た
取
引
で
、
販
売
法
人
が
電
子
イ
ン
ボ

イ
ス
を
発
行
し
な
か
っ
た
場
合
、
プ
ラ
ッ

ト
フ
ォ
ー
ム
が
当
該
取
引
に
係
る
Ｃ
Ｂ
Ｓ

納
付
義
務
を
負
う
。

ブ
ラ
ジ
ル
国
外
に
所
在
す
る
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
は
、
自
身
の
仲
介
に
よ
っ
て
行

わ
れ
た
製
品
の
輸
入
取
引
に
対
し
て
課
税

さ
れ
る
Ｃ
Ｂ
Ｓ
の
納
付
義
務
に
つ
き
、
輸

入
者
と
連
帯
で
責
任
を
負
う
。

⑶　
ア
ジ
ア

２
０
２
１
年
６
月
１
日
現
在
、
Ａ
Ｐ
Ａ

Ｃ
で
は
フ
ィ
リ
ピ
ン（
導
入
予
定
）、
ベ
ト

ナ
ム（
導
入
予
定
）、
タ
イ（
２
０
２
１
年

９
月
か
ら
施
行
）、
モ
ン
ゴ
ル
、
ミ
ャ
ン

マ
ー
、
パ
プ
ア
ニ
ュ
ー
ギ
ニ
ア
、
ラ
オ
ス
、

ソ
ロ
モ
ン
諸
島
を
除
き
、
す
べ
て
の
国
で

何
ら
か
の
い
わ
ゆ
る
電
気
通
信
利
用
役
務

の
課
税
制
度
が
導
入
さ
れ
て
い
る
。

Ａ
Ｐ
Ａ
Ｃ
の
国
々
は
、
従
来
非
居
住
者

の
納
税
制
度
が
な
い
国
々
が
多
く
、
現
地

で
資
産
の
譲
渡
を
行
っ
て
も
納
税
手
段
が

な
い
国
が
ほ
と
ん
ど
で
あ
る
が
、
Ｂ
２
Ｃ

電
気
通
信
利
用
役
務
に
対
し
て
は
現
地
で

課
税
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
た

め
、
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

越
境
Ｅ
Ｃ
課
税
に
お
け
る

日
本
消
費
税
制
度
の
課
題

日
本
で
は
電
気
通
信
利
用
役
務
の
特
例

が
２
０
１
５
年
10
月
に
導
入
さ
れ
た
が
、

越
境
Ｅ
Ｃ
の
実
態
、
消
費
税
率
の
引
上
げ
、

越
境
Ｅ
Ｃ
が
経
済
に
占
め
る
重
要
性
に
課

税
制
度
が
適
合
し
て
お
ら
ず
、
結
果
と
し
て

市
場
競
争
に
ゆ
が
み
を
生
じ
さ
せ
る
制
度

と
な
っ
て
い
る
。
特
に
物
販
の
課
税
制
度
が

問
題
で
あ
る
。
以
下
に
問
題
点
を
述
べ
る
。

⑴　
免
税
事
業
者
制
度
を
非
居
住
者

に
適
用
す
る
こ
と
の
矛
盾

消
費
税
で
は
、
そ
の
課
税
期
間
に
係
る

基
準
期
間
に
お
け
る
課
税
売
上
高
が
１
、

０
０
０
万
円
以
下
の
事
業
者
は
、
納
税
の

義
務
が
免
除
さ
れ
る（
消
法
９
①
）。
基
準

期
間
に
お
け
る
課
税
売
上
高
と
は
、
法
人

の
場
合
は
原
則
と
し
て
前
々
事
業
年
度
の

課
税
売
上
高
の
こ
と
と
規
定
さ
れ
て
い
る

（
消
法
９
②
一
、２
十
四
）。
前
事
業
年
度

等
に
お
け
る
課
税
売
上
高
に
よ
る
納
税
義

務
の
免
除
の
特
例
に
よ
っ
て
、
前
事
業
年

度
の
上
半
期
の
課
税
売
上
高
も
基
準
と
な

り
得
る
よ
う
に
修
正
が
さ
れ
て
い
る
が
、

消
費
税
法
９
条
の
２
第
３
項
に
よ
り
特
定

期
間
中
に
支
払
っ
た
給
与
等
の
金
額
に
相

当
す
る
も
の
の
合
計
額
に
置
き
換
え
ら
れ

る
こ
と
か
ら
、
日
本
で
給
与
等
の
支
払
が

な
い
非
居
住
者
に
は
適
用
さ
れ
な
い
。

免
税
事
業
者
制
度
は
非
居
住
者
に
も
適

用
さ
れ
、
電
気
通
信
利
用
役
務
を
日
本
の

消
費
者
に
対
し
て
提
供
す
る
海
外
企
業

や
、
越
境
Ｅ
Ｃ
を
通
じ
て
日
本
の
消
費
者

に
資
産
を
販
売
す
る
者
に
も
適
用
さ
れ
て

い
る
。
基
準
期
間
の
課
税
売
上
は
、
日
本

国
内
で
の
課
税
売
上
を
基
準
と
す
る
た

め
、
基
準
期
間
に
日
本
国
内
の
課
税
売
上

が
な
け
れ
ば
大
企
業
に
も
適
用
さ
れ
る
。

こ
の
制
度
に
よ
り
、
海
外
企
業
は
、
資
本

金
１
、０
０
０
万
円
以
下
の
新
設
法
人
と

い
う
例
外
を
除
き
、
原
則
と
し
て
日
本
で

の
販
売
開
始
後
２
年
間
、
消
費
税
免
税
の

有
利
な
価
格
で
役
務
を
提
供
し
、
消
費
財

を
販
売
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

日
本
の
免
税
事
業
者
が
消
費
税
を
表
示

し
な
が
ら
も
、
納
税
が
免
除
さ
れ
て
い
る

と
い
う
し
く
み
は
、
海
外
で
そ
う
い
っ
た

行
為
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
は
な
い
た
め
、

海
外
企
業
に
は
理
解
さ
れ
な
い
。
日
本
で

電
気
通
信
利
用
役
務
の
提
供
を
開
始
す
る

海
外
企
業
や
、
越
境
Ｅ
Ｃ
で
国
内
に
在
庫

を
も
っ
て
消
費
者
へ
の
資
産
の
譲
渡
を
行

う
海
外
企
業
か
ら
日
本
の
消
費
税
の
納
税

を
開
始
す
べ
き
で
は
な
い
か
、
と
い
う
照

会
は
頻
繁
に
あ
る
も
の
の
、
こ
の
免
税
事

業
者
制
度
が
一
種
の
シ
ェ
ル
タ
ー
に
な
っ

て
、
納
税
を
阻
ん
で
い
る
。

Ｅ
Ｕ
で
は
、
国
外
事
業
者
に
対
す
る
免

税
事
業
者
制
度
の
適
用
を

排
除
し
て
お
り（
２
０
２
５

年
か
ら
Ｅ
Ｕ
域
内
設
立
法

人
に
つ
い
て
は
適
用
と
な

る
）、
ス
イ
ス
は
全
世
界
の

課
税
売
上
を
基
準
と
し
て
い

る
。
２
年
前
を
基
準
期
間

と
す
る
制
度
は
現
在
の
経

済
の
実
態
と
か
け
離
れ
て
い

る
。
図
表
の
い
ず
れ
か
の
改

正
な
ど
が
必
要
で
あ
る
。

⑵　
輸
入
消
費
税
は
国
庫
に
残
ら
ず

10
％
の
輸
入
補
助
金
と
な
る

①　

輸
入
消
費
税
の
控
除

ⅰ　
日
本
で
の
取
扱
い

越
境
Ｅ
Ｃ
で
マ
ー
ケ
ッ
ト
プ
レ
イ
ス
の

（図表）　必要な改正事項
①　非居住者への免税事業者の適用を排除する
②　非居住者については全世界課税売上を基準とする
③　今期の売上が1,000万円を超えた時点から課税

事業者とする

Viewpoint
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出
店
者
が
、
日
本
の
消
費
者
に
対
し
て
海

外
か
ら
資
産
を
販
売
す
る
際
、
前
記
の
よ

う
に
販
売
自
体
が
消
費
税
の
納
税
が
不
要

と
さ
れ
て
も
、
輸
入
消
費
税
が
課
税
さ
れ

る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
る
。
し
か
し
な

が
ら
現
在
の
消
費
税
制
度
で
は
、
輸
入
名

義
人
に
輸
入
消
費
税
の
控
除
権
を
認
め
て

い
る
た
め
、
日
本
国
内
の
課
税
事
業
者
で

あ
る
輸
入
名
義
人
が
、
資
産
の
販
売
に
係

る
消
費
税
が
納
付
さ
れ
な
い
場
合
で
も
、

輸
入
消
費
税
の
控
除
を
受
け
ら
れ
る
し
く

み
と
な
っ
て
い
る
。

大
手
の
出
店
者
は
、
通
常
、
市
場
開
拓

も
か
ね
て
日
本
に
サ
ー
ビ
ス
提
供
会
社
を

設
立
す
る
。
当
該
サ
ー
ビ
ス
会
社
が
輸
入

名
義
人
と
し
て
、
出
店
者
の
商
品
を
輸
入

し
輸
入
消
費
税
を
納
付
し
た
場
合
、
サ
ー

ビ
ス
会
社
は
商
品
本
体
の
売
買
に
は
関
与

し
な
く
て
も
、
当
該
サ
ー
ビ
ス
会
社
は
輸

入
消
費
税
の
控
除
を
受
け
る
こ
と
が
で
き

る
。
結
果
、
出
店
者
で
あ
る
海
外
企
業
は

免
税
事
業
者
、
サ
ー
ビ
ス
会
社
は
輸
入
消

費
税
を
仕
入
税
額
控
除
す
る
こ
と
に
よ

り
、
商
品
は
消
費
税
を
１
回
も
課
税
さ
れ

る
こ
と
な
く
2
年
間
、
日
本
市
場
で
販
売

さ
れ
る
。

日
本
市
場
で
販
売
さ
れ
て
い
る
同
等
の

商
品
と
等
価
に
販
売
価
格
を
設
定
し
た
場

合
、
海
外
企
業
は
10
％
の
補
助
金
を
得
て

日
本
市
場
に
参
入
で
き
る
。
ま
た
は
、
当

該
税
額
分
を
販
売
価
格
か
ら
減
じ
る
こ
と

に
よ
り
、
海
外
の
出
店
者
は
日
本
の
市
場

価
格
よ
り
10
％
安
価
で
販
売
す
る
こ
と
が

で
き
る
。

ⅱ　
Ｅ
Ｕ
で
の
取
扱
い

Ｅ
Ｕ
で
は
指
令
の
条
文
上
は
自
ら
が
輸

入
名
義
人
ま
た
は
荷
受
人
と
し
て
表
示
さ

れ
た
輸
入
通
関
書
類
を
控
除
要
件
と
し
て

規
定
し
て
い
る
が（
指
令
168
条
⒠
）、
輸
入

名
義
人
に
無
条
件
に
輸
入
Ｖ
Ａ
Ｔ
の
仕
入

税
額
控
除
を
認
め
な
い
よ
う
に
各
国
法
で

修
正
さ
れ
て
お
り
、
欧
州
司
法
裁
判
所
の

判
例
が
こ
の
よ
う
な
各
国
法
の
定
め
を
Ｅ

Ｕ
法
に
準
拠
し
て
い
る
と
判
事
し
て
い
る

（D
SV

 Road A
/S, Case C-187/14

）。

ド
イ
ツ
で
は
輸
入
通
関
時
の
経
済
的
処

分
権
者
だ
け
が
事
業
の
た
め
の
輸
入
を
行

う
者
で
あ
る
と
し
て
、
仕
入
税
額
控
除
を

経
済
的
処
分
権
者
に
限
定
し
て
お
り
、
輸

入
名
義
人
に
控
除
権
を
認
め
る
加
盟
国
で

あ
っ
て
も
、
多
く
の
加
盟
国
で
代
理
人
、

倉
庫
業
者
等
に
よ
る
控
除
を
否
認
す
る
修

正
を
加
え
て
い
る
。

②　

所
有
権
の
移
転
時
期

ⅰ　
日
本
で
の
取
扱
い

さ
ら
に
、
消
費
税
の
問
題
は
出
店
者
が

免
税
事
業
者
の
恩
恵
を
受
け
ら
れ
る
２
年

間
に
は
と
ど
ま
ら
な
い
。

現
在
の
消
費
税
法
で
は
、
輸
入
名
義
人

が
輸
入
消
費
税
の
仕
入
税
額
控
除
を
受
け

た
場
合
で
も
、
本
体
取
引
を
国
内
課
税
資

産
の
譲
渡
と
す
る
規
定
が
整
備
さ
れ
て
い

な
い
。
資
産
の
譲
渡
は
所
有
権
の
移
転
が

国
内
で
起
こ
る
場
合
を
日
本
国
内
課
税
取

引
と
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
所
有
権
の
移

転
時
期
を
国
外
と
規
定
す
る
こ
と
に
よ
っ

て
、
消
費
税
の
課
税
対
象
外
と
す
る
こ
と

が
理
論
的
に
は
で
き
る
。

越
境
Ｅ
Ｃ
の
国
外
出
店
者
が
日
本
国
内

消
費
者
へ
の
販
売
に
か
か
る
所
有
権
の
移

転
時
期
を
洋
上
と
定
め
、
日
本
国
内
の
現

地
法
人
を
輸
入
名
義
人
と
し
て
輸
入
を
実

施
す
る
と
、
本
体
取
引
は
消
費
税
が
課
税

さ
れ
ず
、
輸
入
消
費
税
の
仕
入
税
額
控
除

を
現
地
法
人
が
受
け
れ
ば
、
未
来
永
劫
消

費
税
を
課
税
す
る
こ
と
な
く
日
本
国
内
消

費
者
に
販
売
を
続
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

ⅱ　
Ｅ
Ｕ
で
の
取
扱
い

こ
の
点
、
Ｅ
Ｕ
の
指
令
32
条
は
移
動
を

伴
う
資
産
の
譲
渡
の
課
税
地
を
原
則
的
に

は
出
荷
地
と
定
め
る
が
、
後
段
で
修
正
規

定
を
置
き
、「
資
産
の
輸
送
が
第
三
国
で
開

始
す
る
場
合
に
お
い
て
、
201
条
に
よ
り
輸

入
付
加
価
値
税
の
納
税
義
務
者
で
あ
る
輸

入
者
が
実
施
す
る
資
産
の
譲
渡
と
そ
れ
に

続
く
資
産
の
譲
渡
の
課
税
地
は
、
資
産
が

輸
入
さ
れ
た
加
盟
国
で
あ
る
と
み
な
す
」

と
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
み
な
し
規
定
の
趣
旨
は
、
輸
入
付

加
価
値
税
を
納
付
し
た
の
ち
に
行
わ
れ
る

取
引
は
、
取
引
条
件
に
か
か
わ
ら
ず
国
内

課
税
資
産
の
譲
渡
と
し
て
課
税
す
る
と
い

う
こ
と
で
あ
り
、
た
と
え
ば
日
本
か
ら
Ｅ

Ｕ
に
越
境
Ｅ
Ｃ
で
出
店
者
が
販
売
し
た
場

合
、
出
店
者
側
が
間
接
代
理
人
を
利
用
し

て
輸
入
付
加
価
値
税
を
納
付
す
る
の
で
あ

れ
ば
、
資
産
の
譲
渡
の
課
税
地
は
原
則
規

定
ど
お
り
の
出
荷
地
で
あ
る
日
本
で
は
な

く
、
輸
入
が
行
わ
れ
た
加
盟
国
で
あ
る
と

い
う
こ
と
に
な
る
。

⑶　
輸
入
消
費
税
の
ダ
ブ
ル
デ
ィ
ッ
プ

も
可
能

免
税
事
業
者
で
あ
る
２
年
間
を
経
過

し
課
税
事
業
者
と
な
っ
た
の
ち
も
、
基

準
期
間
に
お
け
る
課
税
売
上
高
が
５
、

０
０
０
万
円
以
下
で
あ
る
場
合
、
消
費
税

法
37
条
の
消
費
税
額
の
控
除
の
特
例
の
適

用
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合

の
基
準
期
間
も
免
税
事
業
者
と
同
じ
く
、

法
人
に
つ
い
て
は
そ
の
事
業
年
度
の
前
々

年
事
業
年
度
で
あ
る（
消
法
37
①
、
９
①
、

２
十
四
）。

こ
の
簡
易
課
税
制
度
は
み
な
し
控
除
率

に
よ
る
仕
入
税
額
控
除
を
認
め
る
も
の
で

あ
る
が
、
た
と
え
ば
越
境
Ｅ
Ｃ
の
出
店
者

で
あ
る
外
国
企
業
が
消
費
者
向
け
の
商
品

を
販
売
す
る
場
合
、
第
二
種
事
業
の
小
売

業（
消
令
57
⑤
二
）に
分
類
さ
れ
る
た
め
、

80
％
の
み
な
し
控
除
率
の
適
用
を
受
け
る
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（
卸
売
業
の
場
合
は
90
％
）。

前
記
の
よ
う
に
、
日
本
の
消
費
税
法
は

輸
入
消
費
税
の
控
除
権
を
輸
入
貨
物
に
対

す
る
処
分
権
を
持
た
な
い
輸
入
名
義
人
に

認
め
て
い
る
こ
と
か
ら
、
サ
ー
ビ
ス
会
社

に
お
い
て
輸
入
消
費
税
を
控
除
し
て
い
る

場
合
、
簡
易
課
税
制
度
の
適
用
を
受
け
る

外
国
企
業
は
、
商
品
の
仕
入
に
対
し
て
一

切
仕
入
税
額
が
発
生
し
て
い
な
い
に
も
か

か
わ
ら
ず
、
み
な
し
仕
入
税
額
の
控
除
が

認
め
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
輸
入
消
費
税
の

控
除
の
ダ
ブ
ル
デ
ィ
ッ
プ
も
可
能
な
の
で

あ
る
。

非
居
住
者
で
あ
る
外
国
企
業
は
、
仕
入

の
全
額
が
輸
入
で
あ
り
、
ま
た
サ
ー
ビ
ス

子
会
社
を
輸
入
名
義
人
と
し
て
日
本
市
場

へ
の
輸
入
を
開
始
す
る
こ
と
が
ご
く
一
般

的
な
た
め
、
自
然
体
で
申
告
を
行
っ
て
も

こ
の
よ
う
な
状
態
に
帰
着
す
る
制
度
上
の

欠
陥
で
あ
る
。

⑷　
マ
ー
ケ
ッ
ト
プ
レ
イ
ス
は
た
だ

の
納
税
管
理
人

①　

納
税
管
理
人
制
度

２
０
２
１
年
度
税
制
改
正
に
よ
り
納
税

管
理
人
制
度
が
拡
充
さ
れ
、
国
内
便
宜
者

に
対
す
る
納
税
者
の
納
税
管
理
人
と
な
る

こ
と
を
求
め
る
措
置
が
講
ぜ
ら
れ
た
。
納

税
管
理
人
を
定
め
る
べ
き
納
税
者
が
納
税

管
理
人
の
届
出
を
し
な
か
っ
た
と
き
は
、

所
轄
税
務
署
長
等
は
、
そ
の
納
税
者
に
対

し
、
納
税
管
理
人
に
処
理
さ
せ
る
必
要
が

あ
る
と
認
め
ら
れ
る
事
項（
以
下
、「
特
定

事
項
」と
い
う
）を
明
示
し
て
、
60
日
を
超

え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
そ
の
準
備
に
通

常
要
す
る
日
数
を
勘
案
し
て
定
め
る
日

（
以
下
、「
指
定
日
」と
い
う
）ま
で
に
、
納

税
管
理
人
の
届
出
を
す
べ
き
こ
と
を
求
め

る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
す
る（
国
通
法

117
③
）。

納
税
管
理
人
を
定
め
る
べ
き
納
税
者
が

納
税
管
理
人
の
届
出
を
し
な
か
っ
た
と
き

は
、
所
轄
税
務
署
長
等
は
、
特
定
事
項
の

処
理
に
つ
き
便
宜
を
有
す
る
者（
国
内
に

住
所
ま
た
は
居
所
を
有
す
る
者
に
限
る
。

以
下
、「
国
内
便
宜
者
」と
い
う
）に
対
し
、

そ
の
納
税
者
の
納
税
管
理
人
と
な
る
こ
と

を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
す
る

（
国
通
法
117
④
）。
さ
ら
に
は
、
所
轄
税
務

署
長
等
は
、
前
記
の
求
め
を
受
け
た
納
税

者（
以
下
、「
特
定
納
税
者
」と
い
う
）が
指

定
日
ま
で
に
納
税
管
理
人
の
届
出
を
し
な

か
っ
た
と
き
は
、
前
記
納
税
管
理
人
と
な

る
こ
と
を
求
め
た
国
内
便
宜
者
の
う
ち
一

定
の
国
内
関
連
者
を
特
定
事
項
を
処
理
さ

せ
る
納
税
管
理
人（
以
下
、「
特
定
納
税
管

理
人
」と
い
う
）と
し
て
指
定
す
る
こ
と
が

で
き
る
と
さ
れ
、
一
定
の
国
内
関
連
者
の

な
か
に
は
、「
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用

し
て
行
わ
れ
る
取
引
そ
の
他
の
取
引
を
そ

の
特
定
納
税
者
が
継
続
的
に
行
う
場
を
提

供
す
る
事
業
者
」が
含
ま
れ
る（
国
通
法
117

⑤
）。こ

の
規
定
は
、
２
０
２
２
年
１
月
１
日

以
降
に
行
う
求
め
に
つ
い
て
適
用
さ
れ

る
。
国
税
通
則
法
117
条
に
定
め
る
納
税
管

理
人
と
は
、
納
税
申
告
書
の
提
出
そ
の
他

国
税
に
関
す
る
事
項
を
処
理
す
る
必
要
が

あ
る
と
き
に
定
め
る
も
の
で
、
国
税
に
関

す
る
法
令
に
基
づ
く
申
告
、
申
請
、
請
求
、

届
出
そ
の
他
書
類
の
作
成
な
ら
び
に
提

出
、
税
務
署
長
等（
そ
の
所
属
の
職
員
を

含
む
）が
発
す
る
書
類
の
受
領
、
国
税
の

納
付
お
よ
び
還
付
金
等
の
受
領
を
行
う
。

②　

海
外
の
規
定

前
記
の
、「
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用

し
て
行
わ
れ
る
取
引
そ
の
他
の
取
引
を
そ

の
特
定
納
税
者
が
継
続
的
に
行
う
場
を
提

供
す
る
事
業
者
」が
、
い
わ
ゆ
る
デ
ジ
タ

ル
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
マ
ー
と
呼
ば
れ
る
者

で
あ
る
。
電
気
通
信
利
用
役
務
に
関
し
て

は
、
課
税
制
度
の
導
入
と
同
時
に
ほ
ぼ
全

世
界
で
、
定
義
の
差
こ
そ
あ
れ
、
前
記
の

「
取
引
の
場
を
提
供
す
る
者
」が
納
税
義
務

者
と
な
る
制
度
が
導
入
さ
れ
て
い
る
。
日

本
で
は
な
ぜ
単
な
る
納
税
管
理
人
な
の

か
、
世
界
の
潮
流
に
照
ら
し
て
理
解
に
苦

し
む
と
こ
ろ
で
あ
り
、
徴
税
制
度
も
世
界

の
潮
流
に
適
合
さ
せ
る
べ
き
で
は
な
い
だ

ろ
う
か
。

お
わ
り
に

早
い
も
の
で
、
税
法
の
仕
事
に
携
わ
る

よ
う
に
な
っ
て
か
ら
二
十
余
年
が
経
過
し

た
。
電
子
経
済
の
隆
盛
と
経
済
の
グ
ロ
ー

バ
ル
化
に
伴
い
仕
向
地
課
税
が
こ
の
よ
う

な
形
で
脚
光
を
浴
び
、
税
源
移
転
の
リ
ス

ク
が
少
な
い
付
加
価
値
税
の
メ
リ
ッ
ト
が

強
調
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
と
は
予
想
も
し

て
い
な
か
っ
た
。

日
本
企
業
が
海
外
で
付
加
価
値
税
等
を

課
税
さ
れ
る
な
か
、
い
ま
日
本
政
府
は
、

日
本
独
自
の
論
点
を
見
極
め
、
国
際
社
会

横
並
び
の
税
源
移
転
へ
の
課
税
強
化
だ
け

で
な
く
、
日
本
企
業
の
課
税
に
意
図
せ
ず

特
化
し
た
現
在
の
消
費
税
制
度
を
し
っ
か

り
と
見
直
し
、
日
本
市
場
を
守
る
こ
と
を

真
剣
に
検
討
し
な
け
れ
ば
不
公
平
で
あ

る
。
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